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１．はじめに 

 

 日本は 2005 年を境に総人口が減少に転じ、高齢化も

進んでいる。大都市部以外の地域では特に少子高齢化が

著しく、今後何らかの大きな施策転換がない限り、人口

減少が急速に進んでいくと予想される。戦後日本の国土

政策のキーワードであり続けた「国土の均衡ある発展」

は経済成長と人口増加を前提としたものであり、都市部

での経済活動を原資とした所得移転や公共事業によって

中山間地域を下支えする構造であった。そのような下支

えが困難となりつつある現在においては、中山間地域自

体の必要性・存在意義や、その自立的な維持発展のあり

方を再検討し新たな施策を実施することが重要な課題と

なっている。 

 日本の国土構造変化は、都市化とともに進展した産業

構造変化と符合する。すなわち、農林業の衰退が都市以

外の地域を大きく変化させてきた。日本の農業地域類型

区分は、都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山

間農業地域（後半2地域を合わせて中山間地域と呼ぶ）

の4つに分けている。平地農業地域の多くは都市郊外部

に相当し、無秩序なスプロール開発が問題となる地域で

あるが、都市化の進展が及んだことによって人口減少に

陥らなかったという側面もある。また傾斜が緩く区画が

大規模であることから、近年徐々にではあるが農業が復

興の兆しを見せている。一方で、耕地率が20％未満、森

林率50％以上の地域を示す中山間地域においては人口減

少・少子高齢化が著しく、限界集落1）（65歳以上人口比

50%以上である地域）も多く見られる。国交省の報告2）

では、10年以内の近い将来に消滅する集落数が423箇所

に上ると予測され、衰退がいよいよ本格化するという局 
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面にある。 

 本稿では、持続可能性が著しく低い状況にある日本の

中山間地域について、その衰退過程および現状を捉える

枠組みとして、地域が有するストックとそれに伴い発生

するインフロー・アウトフローとの関係を表現する方法

を提案することを目的とする。その上で、この枠組みを

用いて中山間地域の集落の付加価値、存在価値を分析し、

持続可能性について検討を行う方法を示す。 

 

２．中山間地域の衰退状況 

 

（１）農林業衰退にかかわる諸問題 

中山間地域における主要な産業は農林業と建設業で

ある。このうち、農林業は戦後一貫して衰退を続けてき

た。その構造と関連する諸問題は図-1のようにまとめる

ことができる。また、公共事業抑制によって建設業も不

振が続いている。今後も、抜本的な構造改革、大型補助

等がない限り、中山間地域の衰退は確実といえる。 
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図-1 農林業衰退にかかわる諸問題 

 
（２）雇用環境の悪化 

 作野3）は、島根県川本町の衰退過程として、国関係の

現業機関を中心とした官公署の著しい規模縮小が地域経

済の衰退を招き、また企業誘致も進まなかったため、雇

用の場がきわめて限定されたことが、衰退の大きな要因

になったと述べている。さらに作野4）は島根県木次町を

調査した結果、町内に企業があり、通学できる距離に大

学があるために人口流出が阻止されたと述べている。こ



れらの状況は、就労形態が第一次産業から第二・三次産

業へシフトした社会趨勢を前提としている。農家の若者

が安定して高い収入が得られる第二・三次産業への就労

や、そのための高等教育を望むことによって、近隣に都

市部を持たない中山間地域では人口流出は避けられなか

ったといえる。 
 

３．中山間地域の必要性と将来の可能性 

  

 ところが近年では、農業・森林の多面的機能は環境問

題等の視点から重要な役割を持っていると考えられるよ

うになった。日本学術会議 5）は、森林の多面的な機能

を貨幣換算した結果、約 70 兆円もの価値があると示し

ている。農林水産省によると、中山間地域は国土面積の

7 割、森林面積の8 割、耕地面積の4 割、総農家数の4

割、農業集落数の5割を占める。中山間地域を消滅させ

ることは、社会的にも大きな損失を生み出すと考えられ、

適切な中山間地域の森林、農地の維持管理が求められる。 

 特に日本の森林の 41.2%が人工林であり、その大半が

中山間地域であることを考えると、不足している林業従

事者を増加させ、適切な維持管理（間伐など）を確保す

ることが必要とされる。さらに近年では輸入木材との価

格差も僅差であることから、緑の循環森林認証制度

（SGEC）や森林管理協議会（FSC）などの森林認証制度

による木材のブランド化、維持管理のための説明責任の

明確化の取り組みが始まるなど、国内産木材が見直され

つつあり、今後の復興も望める。 

 一方、農業については減反と土地改良という相反する

政策が行われる中で国際競争力が低下し、2007 年では

食料自給率が 39%になっている。食料安全保障の観点か

ら農地の維持・再生が注目されつつある中、農地法の改

正に伴い、農地の貸借についての要件が緩和され、家族

経営や農業生産法人でなくとも農地を借りることが可能

となった。この結果、農業の生産性向上が見込まれる。

また、農業体験を観光として捉える動きも浸透しつつあ

る。中山間地域では農業の生産性向上に限界がある一方、

棚田の水源涵養や治山治水に関する効果と、観光型農業 

 

 

 

の需要の高まりが見られる。耕作放棄地復興についての

補助などが今後強化されれば、この動きが更に喚起され

る可能性がある。 

 

４．中山間地域のストック・フロー把握フレーム 

 

（１）構成 

 疲弊した中山間地域が再生し持続可能となるためには、

地域が有するストックを把握し、それがいかなるポテン

シャルを秘めているかを明らかにする必要がある。更に、

それに付随したフローの分析を行うことで、その地域の

ストックが他の地域へどのような効果をもたらしうるか

が把握できる。フローはインフローとアウトフローに分

けられる。インフローとはその地域のストックの維持管

理のために地域に投入されるフローである。アウトフロ

ーとはその地域が放つ、ストックの消費・活用および自

然との関わりにおいて人が享受できる生活の質（QOL）

の維持・向上のために発生されるものとして捉えること

ができる。アウトフローの中には森林・農地の持つ多面

的機能による、例えば二酸化炭素の吸収や水源涵養機能

など、社会的必要性を含むフローも把握する必要がある。

これら両フローが絶えず循環し続け、適切なバランス・

量を維持することで、その地域は社会的に持続可能とな

る。ここでいう持続可能とは、ブルントラント委員会
6）の示す、「将来世代のニーズを損なうことなく現在の

世代のニーズを満たすこと」を踏まえ、ストックの枯渇

を招くことなく、将来世代のライフスタイルの多様化に

対応した住民のQOLの確保や環境負荷削減の結果として

得られるものである。このようなことを視野に入れたフ

ローを作り出すことが求められる。以上の評価フレーム

により、これまでに多く議論されてきた、地域の定住人

口や高齢化などに伴う地域の活力低下のみでなく、いか

にストックを活かしてフローを作り上げるかという点に

注目することが可能となる。 

 もちろん現状では、多くの地域が持続可能ではない状

態にある。しかしながら、QOL の確保や、環境問題への

対応、ライフスタイルの変化などを考慮した上でストッ 

 

 

 

金（資本） 人（労働） 土地 知識・技術 

経営体 地域内労働者 宅地 伝統農作物 

補助金（行政支援） 地域外労働者 人工林 伝統加工物 

個人所得 地域内住民 天然林（自然林） 森林育成技術継承 

NPO など 田 森林土地区分把握 

    畑 ツーリズムなど案内 

    耕作放棄地 

    河川   

表-1 中山間地域の集落が有するストックの一覧（例示） 



クの新たな可能性を考えることで、これまでになかった

インフロー・アウトフローが生まれる可能性が秘められ

ていると考えられる。 

 

（２）ストックの把握 

 中山間地域が有するストックを詳細に分析するために、

本稿では、集落（行政区、または農業集落と呼ばれる。

地域によって呼称は異なる。）の単位で考える。集落に

はそれぞれの特徴・個性があり、それぞれのストックと

フローの状態を有している。それを把握することで、そ

の集落が現在どのような状況に置かれているかを認識す

る。 

 経済学でいうストックとは、１）自然（土地）、２）

労働、３）資本という生産の 3 要素である。アメリカ

IE 協会の Industrial Engineering の定義では、１）人、

２）設備、３）材料となっている。一方、大野 7）は、

現代山村においては、水田・畑・山林の地域資源をいか

に管理していくかが環境問題とあいまって鋭く問われる

と述べている。祖田 8）は地方の地場産業について、地

域資源の最大限利用を図ることで、振興があるとしてい

る。ここでの地域資源とは坂本ら 9）の定義を用い、

１）天然資源、２）文化資源、３）人的資源の3つとし

ている。P. Dasgupta 10）は、経済の生産的基盤をその諸

制度と資本基盤とに分割して捉えることが最善であると

して、資本基盤を、１）人工資本、２）人的資本、３）

知識、４）自然資本の4つに区分している。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上の研究を参考にして、本研究では、地域内のスト

ックを、表-1 のように、１）金（資本）、２）人（労

働）、３）土地、４）知識・技術（その地域特有の）の

4つと定義する。 

 

（３）フローの把握 

 次に、各ストックにインフロー・アウトフローがどの

ように関わっているかを把握する。図-2 は、中山間地

域と都市的地域の関係の変遷を単純化して表示したもの

である。 

 江戸時代、中山間地域と都市的地域との間には、それ

ぞれの土地で不足している物質・生産物の往来があり、

互いを補完し合う循環型社会が成立していた。中山間地

域から都市的地域の人口（労働者）の移動も少なく、そ

れぞれ地域内での労働によって生活が成り立っていた。

また、鎖国政策によって、海外との取引はごく限られた

地域とストックのみであった。すなわち、両地域のスト

ックおよびそれに基づくインフロー・アウトフローの量

を一定に保つことによって、持続可能な営みが可能であ

ったと考えられる。 

 産業革命以降、都市地域での工業化が進み、それに伴

い中山間地域の人口が徐々に都市的地域での労働力とな

り、同時に中山間地域から生産のための土地資源（木材、

農作物など）が、人口が増加しつつある都市的地域への 

アウトフローとなった。それをもとに中山間地域は収入

としてインフローを得るという関係が構築された。この 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-2 中山間地域の集落に関するストック・フローの変遷 
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時代が中山間地域から都市的地域に向けてのアウトフロ

ーが最も多かった時期である。しかし、高度経済成長期

に入ると、産業構造が第一次から第二・第三次産業へ移

行を始め、中山間地域の人口流出は加速し労働力ストッ

クは激減した。さらに、この時代より都市的地域対海外

という関係が強くなり、都市のインフロー・アウトフロ

ーは海外との関係によって成り立ち、ストックを増加さ

せた。結果、中山間地域はストックが豊富にありながら

も、価格競争に敗れ、インフロー・アウトフローともに

減少の一途を辿った。資金や人材の不足によって、スト

ックを適切に維持管理できなくなり、中山間地域の多面

的機能の低下を招いた。現在では中山間地域は都市的地

域からの補助などによってかろうじて維持され、かつて

の補完し合う関係は見る影もない。中山間地域はストッ

クが豊富にあったにも関わらず維持管理ができないため

にストックの質・価値が下がり、過度なインフローと、

微量のアウトフローを発生しているに過ぎない。実は現

代の日本において日本の都市的地域と補完的関係を有す

るのは海外なのである。 

 

５．持続可能な中山間地域の例 

 
 中山間地域が再生するためには、そのストックを活か

すことが必要である。それをなくしてインフロー・アウ

トフローが生まれることは困難である。近年、それを実

現する新たな中山間地域の姿が実際の取り組みの結果と

して現れつつある。 

 福井県勝山市北谷町にある小原集落は定住人口が2人、

かつ 65 歳以上という限界集落にもかかわらず、森林

（自然林・人工林）、農地のストックを活かして、多く

のフローが生み出されている。例えば、自然林には多く

の登山客が訪れ、QOL の享受の場となっている。人工林

エリアでは森林組合職員（地域外住民）の労働による、

森林の維持管理が行われ、多面的機能の維持によるアウ

トフロー、木材販売によるインフローが生じている。ま

た、地域には宿泊施設があり、体験型農業や耕作放棄地

復興作業にはじまるグリ－ンツーリズムなども開催され、

アウトフローを生み出している。さらに、農地において

は勝山市内中心部および周辺の都市的地域からの交流人

口による家庭菜園などが行われており、農地の耕作放棄

地化の抑制にも貢献している。このように、小原集落は

定住人口がほとんどゼロであるにもかかわらず、交流人

口は多く、それが支える森林・農地ストックの十分な活

用に伴うインフロー・アウトフローが豊富にある。 

 一方、愛知県豊田市足助町の新盛集落は、人口が 180

人であり、車で容易に通勤可能な距離に企業が存在し、

住民に対するインフローをもたらしている。そのため定

住人口が流出せず、経済基盤は集落外に持ちつつも、兼

業農家として集落内で農業を行い食料の自給的な生産を

行っている。半農半サラリーマンといったライフスタイ

ルが見られ、それは結果として地域住民のQOLの向上と

いうインフローにつながっている。つまり、この集落で

は労働力ストックがインフローをもたらすことで人口流

出を抑え、その地域の農地を使用し続けることで多面的

機能の維持としてのアウトフローを作り上げている。結

果としてこの集落もまた持続可能となっている。これら

各要素の定量的な把握を行うことで、集落の持続可能性

を示すことができると考えられる。 

 

６．まとめ 

 

本稿では、日本の中山間地域が直面している現状を把

握した上で、中山間地域の必要性と将来の可能性につい

て考察を行った。その上で中山間地域が有するストック

とフローを把握することで、その地域がどれだけの経済

的価値およびQOL、社会的必要性を創出しているかを表

現するフレームを作り上げた。 

今後は実際の中山間地域においてストックとフローを

定量的に把握するとともに、各集落の差異を検証し、ど

の様な地域が将来的にも持続可能でありうるか、また、

持続可能な状態に変えることができるかを検討する。 
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